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○三木市障害者雇用促進助成金交付要綱 
平成２０年１０月２７日 

改正 平成２２年５月３１日 
平成２３年３月３１日 

平成２６年４月１日 
平成２９年３月３１日 

令和２年３月３１日 
令和５年３月３１日 
令和８年３月３１日 

（目的） 
第１条 この要綱は、市内の事業所において障害者を雇用する事業主に対し、

助成を行うことにより、障害者の雇用促進及び安定した雇用環境の創出に寄

与することを目的とする。 
（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。 
（１） 障害者 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１

２３号。以下「法」という。）第２条第２号、第４号及び第６号に規定す

る者をいう。 
（２） 常用雇用労働者 次のいずれにも該当する労働者をいう。 

ア 法第４３条第１項に規定する常時雇用する労働者であること。 
イ 市内の事業所において雇用され、かつ、当該事業所に常時勤務する者

であること。 
ウ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定する被

保険者（同法第３８条第１項に規定する短期雇用特例被保険者及び同法

第４３条第１項に規定する日雇労働被保険者を除く。）であること。 
（助成の対象） 

第３条 この要綱に基づく助成金の交付を受けることができる者（以下「対象

事業者」という。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 
（１） 市内に事業所を有する事業主（以下「事業主」という。）であるこ

と。 
（２） 次に掲げる事業主の区分に応じ、それぞれに定める要件に該当する

こと。 
ア 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則（昭和５１年労働省令第

３８号。以下「省令」という。）第７条で規定する数以上の常用雇用労



2/7 

働者を雇用している事業主（以下「法定事業主」という。） 次に掲げ

る要件のいずれにも該当すること。 
（ア） 助成金を申請する年度の６月１日現在において、常用雇用労働

者の数に法第４３条第２項に規定する障害者雇用率を乗じて得た数

（その数に１人未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。以

下「法定雇用障害者数」という。）を超えて、障害者である常用雇用

労働者を雇用し、かつ、当該障害者である常用雇用労働者のうち１人

以上が市内に住所を有する者であること。 
（イ） 法第４３条第７項に規定する労働者の雇用に関する状況を報告

していること。 
イ 省令第７条で規定する数未満の常用雇用労働者を雇用している事業主 

助成金を申請する年度の６月１日現在において、市内に住所を有する障

害者である常用雇用労働者を１人以上雇用していること。 
（３） 助成金を申請する年度において、事業を開設し、又は運営するため

に必要な経費に対して、市、県及び国等の公的な補助金、負担金、助成金

及び出資金等を受けていないこと。 
（４） 助成金を申請する年度において、法第５０条第１項に規定する障害

者雇用調整金の支給及び法附則第４条第３項に規定する報奨金の支給を受

けていないこと。 
（５） 市税を滞納していないこと。 

２ 前項第２号に規定する障害者である常用雇用労働者の数の算定に当たって

は、法第４３条第３項から第５項まで及び法第７１条第１項の規定を準用す

る。 
（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、予算の範囲内において、対象事業者に雇用された市内

に住所を有する障害者である常用雇用労働者の数（法定事業主である対象事

業者にあっては、当該対象事業者に雇用された障害者である常用雇用労働者

の数から法定雇用障害者数を控除した数を限度とする。）に年額１０万円を

乗じて得た額とする。ただし、助成金の限度額は、１対象事業者につき年額

５０万円とする。 
２ 前条第２項の規定は、前項の障害者である常用雇用労働者の数の算定につ

いて準用する。 
（交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者は、三木市障害者雇用促進助成金交

付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に必要な書類を添えて市
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長に提出しなければならない。 
（交付決定） 

第６条 市長は、申請書の提出があった場合は、審査の上、適当と認めたとき

は、助成金の交付を決定し、三木市障害者雇用促進助成金交付決定通知書（様

式第２号）により当該申請者に通知する。 
（助成金の請求） 

第７条 前条の規定により助成金の交付決定を受けた申請者は、助成金の交付

を受けようとするときは、三木市障害者雇用促進助成金請求書（様式第３号）

を市長に提出しなければならない。 
（取消し及び返還命令） 

第８条 市長は、助成金の交付を受けた者が偽りその他不正の行為により助成

金の交付を受けたことが判明した場合は、助成金の交付の決定を取り消し、

既に交付した助成金の返還を命ずることができる。 
（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 

（施行期日） 
１ この要綱は、平成２０年１１月１日から施行する。 

（有効期限） 
２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第８

条の規定については、同日後も、なおその効力を有する。 
附 則（平成２２年５月３１日） 

この要綱は、平成２２年６月１日から施行する。 
附 則（平成２３年３月３１日） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
附 則（平成２６年４月１日） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
附 則（平成２９年３月３１日） 

この要綱は、平成２９年３月３１日から施行する。 
附 則（令和２年３月３１日） 

この要綱は、令和２年３月３１日から施行する。 
附 則（令和５年３月３１日） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
附 則（令和８年３月３１日） 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 
様式第２号（第６条関係） 
様式第３号（第７条関係） 
 


